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はじめに──社会党と朝日新聞の共鳴関係
　
一九八一年のベストセラー、井上ひさしの小説『吉里吉里人』の中に、こんな台詞が出てくる。
はじめにⅠ
　
戦後の占領・講和独立から高度成長期まで（前期の社会党
と非武装中立論の形成過程）（一）引き金は朝鮮戦争、占領下の平和四原則から非武装中
立論の確立へ
（二）講和前に非武装中立を撤回した『朝日』Ⅱ　
冷戦の再燃と終結、ＰＫＯという新時代（後期の社会党と
非武装中立論の結末）
（一）非武装中立論が社会党の政策から消えるまで（二）自衛権を認めるものの、自衛隊を「違憲の疑いが濃い」
とした九五年朝日提言
Ⅲ
　
社会党の非武装中立論はなぜ維持され続けたのか
Ⅳ
　
社会党なきあとの非武装中立論
（一）低下しつつも残る非武装中立論の影響力──野党再編
と改憲
（二）歴史的な負の遺産が生み出した見果てぬ夢
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　「結局のところ師の説かれているのは、非武装中立という夢物語なのではないでしょうか」 「われわれ日本国には、社会党というまるでダメな政党があるのですが、この社会党が師と同じような駄法螺をしょっちゅう吹いているのであります
）（
（
」
　
この小説は、東北の一寒村が最先端医療と隠し資産の金塊を使って日本国からの独立を目指すというＳＦ的な設定
に、コント調のギャグを多用した一種のユートピア譚である。物語の半ば近く、 「吉里吉里国」の独立 阻止せんと「国境」近くまで出動を命じられてきた自衛隊員の一群に対して、独学で国際法を学んだ吉里吉里国の長老が武器に頼らない国防論を説教する。前述の台詞は、それに対して自衛隊員のリーダーが「夢物語」 反論したも だ。　
作者の井上は社会党および共産党の支持者だっ
た
）（
（
ようで、 「吉里吉里国」は非武装中立論の理想を体現したものと
して描かれる。現実の日本政治における、いわゆる 九五五年体制──自民党が与党、社会党が野党第一党であり続けた政党システム──の最大のイデオロギー上 争点を 劇作家ら い視点 描いてみせた場面といえる。　
この「社会党というまるでダメな政党」が唱えた「非武装中立という夢物語」は、九三年に五五年体制が終わり、
さらに九六年に社会党が事実上なくなって以降、徐々に支持者 減らしていったと思われ 二〇一七年末現在、日米安保体制と自衛隊の存在について、正面から異議を唱え続けてい 政党は、野党の中でも長らく孤立気味の共産党と、社会党の後継政党だが縮小を続け 衆議院で二議席まで落ち込んだ社民 だけで、非武装中立論はイデオロギー的な争点からはほぼ消え ように見え 近年は 壇や報道で詳しく取り上げられる機会もほ んどなくなった
）（
（
。
　
しかし非武装中立論はいまだに、日本の政治に少なからぬ影響を与 ていると筆者は考えている。日本において政
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党間の対立軸の主要な部分を占めているのは、米ソ冷戦の終焉後も、衆議院の選挙制度が小選挙区比例代表並立制に変更されて以降も、二一世紀の現在に至るまで依然として安全保障問題である。そして対立の一方の極には通奏低音としての非武装中 論があるように感じられ からだ。その根拠を説明するために、社会党が唱えた非武装中立論の歴史的推移と、世論形成に影響を及ぼした新聞論調の変化につい 検討したい。そのうえで、五五年体制下で代表的な報道機関であった『朝日新聞
）（
（
』と社会党の共鳴関係について、合わせ考察するのが本稿の主題となる。
　
社会党が五五年から九三年まで四〇年近くにわたって「万年野党第一党」に甘んじて政権につけなかった主な理由
は、その政策が反体制 りすぎ、それゆえに八九年まで最大の労働組合連合体であった「総評」系組合員以外の支持者を、安定的に増やすことが出来なかったためと考えられる。マルクス＝レーニン主義に基づく社会主義政党・階級政党として自らを位置づけ、 「解釈改憲」を拒否する護憲平和主義の政党として「非武装中立」すなわち日米安保体制と自衛隊の解消を目指す。これが基本的 政治路線で り、社会党が単独で、あるいは主軸になっての政権交代は政治体制の根本的な変換 意味した。そもそも五五年体制つま 保守合同による自民党の設立自体が、財界 要請を受けて社会党を政権から排除するためのプログラムであ
）（
（
し、そこにはアメリカ政府の意向も強く働いていた
）（
（
。
　「非武装」と「中立」は別の概念であり、それぞれには実践している国もあ
る
）（
（
が、極めてまれな存在だ。まして、
それをセットにした「非武装中立」となると、当面 政策というより遠い理想 る が常識だろう。そうした張が野党第一党の看板 策に定着して九〇年代まで修正さ ず、 『朝日』のような代表的な報道機関が一定 共感を示していたところに戦後日本の特殊性がある。その背景にあったの 、日本では支配層の「戦争責任
）（
（
」があいまいな
まま戦前と戦後の継続性が一定程度保たれた いう歴史 経緯と 東アジア特有 冷戦構造であって、非武装中立
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一四〇
論は、この二つを親とする政治的な「落とし子」であったというのが筆者の見解である。
Ⅰ
　
戦後の占領・講和独立から高度成長期まで （前期の社会党と非武装中立論の形成過程）
　
ここで、非武装中立論が社会党のいわば「党是」となり看板政策となるまでを前期、それを事実上放棄するまでを
後期と分けて、政治過程を見る。その後『朝日』など新聞の論調についても検討しておきたい。前期は五〇年代から七〇年代半ばまで 敗戦からの復興と経済成長の時代と重なる。
（一）引き金は朝鮮戦争、平和四原則から非武装中立論の確立へ
　
五〇年六月の朝鮮戦争勃発後 日本を占領していた連合国軍総司令部（ＧＨＱ）およびアメリカ政府は、急速に日
本の再武装化に傾く一方、ソ連や共産党中国、北朝鮮など社会主義陣営を除く形 対日講和条約への準備も進んでた。これに異を唱えた政党の中で最大の勢力が社会党であった。　
四六年に西尾末広、片山哲らが中心になって設立された日本 は四七年の衆議院選挙で第一党となって、片山
を連立内閣の首班 送るが、約八カ月で総辞職して 権を手放した 社会党はＧＨＱの労働政策の曲折なども絡んで左派と右派に分かれて対立し、右派は自衛権、自衛力の保持を認めていたが、五一年七月 党大会では左派が押し切る形で「全面講和、中立堅持 軍事基地反対、再軍備反対」の「平和四原則」 決定される。これが非武装中立論の原型となった。一方で この選択は党の亀裂を生み、対日講和条約と日米安保をめぐる対立が同年一〇月の左右分裂へとつながってゆく。
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ＧＨＱの主導で四六年に策定、四七年に国会の議決を経て施行された日本国憲法は第九条で再軍備を禁じていたが、
朝鮮戦争という情勢変化を受けてＧＨＱは日本政府に再軍備を強く求めた。当初は吉田茂首相（自由党）も積極的ではなかったし、自衛隊の母体となった警察予備隊は五〇年七月、 「ポツダム政令」によって国会審議も経ずに発足している。国民の間では太平洋戦争による惨禍の記憶が生々しいうえに、新たな戦争に日本が巻き込まれることへの懸念と、米軍の駐留が続くことへ 不満があり、反軍・反戦感情は強かった。前述の社会党「中立堅持、再軍備反対」の選択は それに沿 ものと言える。その選択がある程度有効だったことは 五一年一〇月の左右社会党への分裂後、 「全面講和」の左派社会党が右派より勢力 伸ばしたことにもうかがえ
る
）（
（
。これには左派の支持基盤の中核であ
った総評 平和運動の方針が強く影響した。　
五四年三月には第五福竜丸事件が発生し、アメリカの核政策に対する反発が 民的に広がる。米軍基地反対運動も
活発にな 。そうした状況下で、勢力と て 左派が右派 優位 まま五五年一 月、左右両社会党は 権 獲得に近づくべく再統一を果 す。しかしこれ 自由党、民主党の保守合同を招く結果となり、統一社会党は再びから遠ざかった。議席の六割超を占める単一巨大与党 民党 自主憲法制定と再軍 を綱領的文書に掲げるのに対抗する形で、社会党が掲げた政治スローガン 「護憲・民主・中立」となった。そして五九年から六〇年 かけて自民党・岸信介政権による安保改定作業が、さらに社会党 非武装 論を促進させ 。　
左派が主導する社会党執行部の安保改定反対一辺倒の方針に批判的だった右派 リーダー西尾は、党内対立 末に、
五九年末から六〇年初め けて離党して民主社会党（ ち 民社党に改称）を結成した。党内最右派の離脱により統一を保つために中間的な政策を模索する必要がなくなった社会党内では、非武装中立論はさしたる議論もないまま党是的に固定化されてゆく。六四年の党大会で決定された綱領的文書 日本における社会 義へ 道」 （以下「道」 ）
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には「安保条約の破棄」と「憲法前文と第九条の完全実施として自衛隊の解散を目的とする（中略）国民警察隊と平和建設隊への再編成」などが盛り込まれた。　
六六年には党政策審議会の外交防衛委員長であった石橋政嗣が、自衛隊廃止と日米安保条約廃棄に至るプロセスを
より詳しく段階的に明示した。後に「石橋構想」と呼ばれたが、自衛隊・日米安保の即時廃棄を求める支持者からの批判は強かった。この間、ベトナム戦争 本格化して、アメリカへの批判は国際的に広がり、日本でも若者や労働組合を中心とした反戦運動が激しさを増していた。　
一方で六〇年代後半から七〇年代前半にかけては野党が多党化して、自社両党の勢力は伸び悩んだ。民社党が勢力
を縮小させながらも総評に対抗する 同盟」の支援で存続する一方 日蓮正宗系 宗教団体であった創価学会が作った公明党が、高度成長期の未組織労働者を吸収 て国会 急伸、同様に共産党の拡大も基調となる。社会党は六九年の衆院選で九〇議席（自民党は二八八、公明党四七、民社党三一、共産党一七）まで落ち込み、社会党が独力で政権交代を実現できる見通しはなくなっ 。 だし、自民党も佐藤栄作による長期政権を受け継いだ田中角栄内閣 なってから議席は伸び悩み、 「保革逆転」ま は「保革伯仲」という政治状況への期待と 多 化に伴う「連合政権論」がマスコミでも盛んに報じられるに至る
）（（
（
。
　
七三年、野党各党は政権構想を相次いで発表している。安全保障政策に関して各党の主張を比べてみよう。 会
は日米安保条約廃棄、自衛隊解体 関しては従来通りである 安 廃棄 関しては「米政府 米国民の理解を求める努力」を前提とし、自衛隊の解体も「国民世論の動向」を踏 え「一定の時 と手続きを必要 して最終的に一部を「平和国土建設隊」に編入する構想で、非武装中立に具体性を持 せようとしている。
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他の野党はどうか。この当時、共産党の方針は非武装中立ではなく、将来の自衛力保持を否定しない「武装中立
論」だった。それに基づき安保条約は「国会の承認」を条件として廃棄を明言するものの、自衛隊は「違憲の存在」として段階的に解消する計画を示し、社会党に近い。公明党の構想も社会党に近く、日米安保条約の即時廃棄と「違憲の疑いのある」自衛隊の国土警備隊への縮小移行を掲げた。民社党は安保条約の有効性を認め、最小限度の自衛力を合 とする点で他党と一線を画し、むしろ自民党政権に近い。そのうえで「米軍の駐留なき安保」と自衛隊の縮減を求めている
）（（
（
。
　
この段階で比較すると、公明党、共産党の安全保障政策は社会 と似通っていた。民社党は日米安保も自衛隊も認
めるが、米軍の駐留解消と自衛隊の縮小改変を目指していたから、八〇年代以降ほどに 社会党と 隔たりは大きくなかった。　
ここまで見てきて、社会党の採用した非武装中立論は、日米の同盟関係に反対する立場に軸足があったことは明ら
かだろう。さらに再軍備に反対す こ で「護憲政党」としての立脚点を見出した。それは、改憲を党是とする自民党政権がアメリカに従属的で、社会主義国に敵対的な外交方針 とっていることへのアンチテーゼだった。当然ながら、そこには戦争の惨禍を招いた歴史への反省も含まれていたし、反戦平和を旗印にした総評 労働運動も当時の青年・婦人層などに共感を持 て迎えられ、 「六〇年安保反対、岸内閣打倒」運動の盛り上がりにつながってゆく。　
ただし、社会主義政党でありソ連・中国との交流があった社会党が非武装中立を唱えること 必然的に、社会主義
陣営の利益のため、あるいは日本を社会主義化するため いう批判を呼ぶことにもな た。こうした見方 は根拠もある。　
社会党内左派の一大拠点で多くの地方活動家が所属していた社会主義協会は七一年に「社会主義協会テーゼ」を発
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行している。そこには「革命的社会主義政権」が成立した場合、生産手段の国有または公有化のため憲法を改正することを明記している。軍備については「そのときの国内的、国際的事情に規定されるものであって、こんにちこれを決定するのは時期尚早である」としており、会長のマルクス経済学者・向坂逸郎は、社会主義政権が成立するまでの限定的な非武装中立論であ とを認め いる
）（（
（
。この考え方は当時の共産党に似ていて、後の社会党の護憲論、非武
装中立論とは明らかに異な 「社会主義政権を作るため 便宜的な非武装中立論」という疑念は、ソ連が解体して社会主義陣営が事実上なくなるまで社会党につきまとうことになる。
（二）講和前に非武装中立論を撤回した『朝日』
　
一方、戦後この時期までの『朝日』の論調はどうだったか。もともと朝日は敗戦後まもなくから政治全般、とりわ
け社会党への影響力に自信を持っていた。五〇年代から六〇年代にかけて取材していた朝日政治部記者の回顧によると「戦後の社会党は朝日の記事どおり動く」と評され、社会党も朝日の論調によって方針や行動を決めようとしてた
）（（
（
という。この種の回顧談は自慢話が混じるので割り引いて受け止め 方がよいだろうが、社会党と朝日の親和性を
示すエピソードではある。　
占領後の講和について、社会主義国を含む「全面講和」か、アメリカ主導で社会主義圏を除いた「単独講和」かで
国内の議論が分かれた五〇年、朝日 社説で全面講和、さらには非武装中立を主張した。朝鮮戦争が起きたその 付朝刊（五〇年六月二五日付） 説は、国際規約規約によって非武装中立の安全保障を保障すべし いう 張を展開している
）（（
（
。ところが講和が具体化する五一年になるとその主張は変化し、単独講和を認める。六月五日付社説では「依
然として全面講和を要求し続けることは、単なる願望としてならば にかく、現実的な政策の問題 は、い ず
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らに共産陣営の平和擁護を武器とする世界政策を利するのみである」と現実への追随とも取れる路線変更を明らかにした。後年、競合紙に成長する『読売新聞』は、この時期まだ部数・影響力ともに朝日にかなり水をあけられた存在ではあったが、一貫して単独講和の妥当性を唱え、講和後も再軍備の正当性と憲法改正を主張していた
）（（
（
。
　
その後、高度経済成長期の朝日は非武装中立論と距離を置くものの、社会党をあからさまに批判することも避けて
いる。六四年五月三日付社説では「われわれは、現下の 情勢 下においては、独立国会に固有の自衛権の存在を承認し、この自衛権に基づく必要最小限度の自衛力を是認せざるをえない」と自衛隊の合憲性を認める一方、 「革新政党があくまで自衛隊違憲論を主張するならば、もし政権を取った場合に今日の自衛隊をどうするか、という難関に直面せざるを得 い」と疑問を呈する表現にとどめた
）（（
（
。
　
さらに六六年五月三日の社説ではこう記す。 「憲法の理想からいえば「非武装中立」ということは最も望ましい姿
勢であろう。しかしそれは、今日の国際情勢下におい 世界的平和機構が確立されてい こ 、日本国民全体がかかる姿勢に徹するだけの総意が まだまとまっていないこ のため、現実には不可能に近いと わねばならない」 。ともに「自衛力を是認 な 「 （非武装中立は）現実には不可能に近い」という断定を避けた表現に、ためらいが読み取れる。　
その後も朝日において「憲法の理想」への志向は断ちがたく存在した。
　
ベトナム戦争末期の七二年一月一日朝刊の紙面で、 「日本の平和を考える」と題して、非武装中立色の強い特集記
事を二頁にわたり展開してい その意図について 論説主幹・江幡清は署名記事で「日米安保体制の解消とそれにかわる非軍事的な平和保障政策、その一つと て 中立政策（中略） 考えてみた」 説明した。ただし社説でなく提言的な特集記 なので、非武装中立を社論として掲げたわけ はない いう説明も可能 扱い方といえる。同年一
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月五日付朝刊二面では、論説顧問（元論説主幹）で朝日社内に強い影響力を持っていた森恭三が、署名記事でベトナム戦争、南北 鮮問題、返還されることが決まった沖縄の米軍基地問題を例示しつつ「非武装・中立への指向」を訴えた。高度経済成長下において 朝日の論調は社会党と一定程度、共鳴関係にあったといえる。　『読売』はどうか。前述のように講和直後は改憲を主張していたが、五五年体制下は改憲論を封印するようになり、六〇年代以降は改憲反対を明確化する
）（（
（
。とはいえ朝日の非武装中立志向とはニュアンスが異なり、社会党の非武装中
立論を具体化し 「石橋構想」に対して「現実を無視しすぎている」 「理想を追求する現実のプロセスに社会党はもっときびしくあるべきだ
）（（
（
」とはっきり批判している。これは、岸内閣後の自民党政権が取ってきた、憲法改定の企て
は当面避けて解釈改憲でゆく路線と重なっていた。
Ⅱ
　
冷戦の再燃と終結、ＰＫＯという新時代（後期の社会党と非武装中立論の結末）
（一）非武装中立論が社会党の政策から消えるまで
　
七〇年代後半以降も、社会党が非武装中立論を奉じ続けることに変化はなかった。それは九四年六月に首相に就任
した村山富市が、七月の臨時国会で「自衛隊は合憲、日米安保条約堅持」を明言するまで続いたが、そこに至るいくつかの節目はあった。八〇年一月に公明党 の間で結んだ政権構想合意、八六年一月党大会 の『道』に代わ 『新宣言』の採択、そして九二年六月に国会で成立した国際平和協力法（ＰＫＯ協力法）への反対と抵抗である。　
この間、国際環境は大きく変化した。ソ連のアフガニスタン侵攻（七九年一二月）を端緒とした東西冷戦の再燃、
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そして冷戦の終結（八九年一二月） 、湾岸戦争（九一年一月） 、ソ連邦の解体（九一年一二月）と国連平和維持活動（ＰＫＯ）への参加決定（九二年六月）と続く。国内では自民党が分裂して、社会党を含む非自民連立政権が誕生（九三年八月 、自民党は結党後初めて政権を失って五五年体制が終わる。これが実は自民党でなく社会党の解体を意味していたことは、後に明らかになる。　
まず社会党と公明党の政権合意について検討しよう。七〇年代後半はロッキード事件や党内抗争によって自民党政
権が不安定になる一方、中道政党と呼ばれ選挙でも提携関係にあった公明党、民社党の安全保障政策が自民党よりに変化しつつあった時期である。特に「平和 党」を自称していた公明党が、非武装中立論に近い立場から徐々に離れていったことの意味は小さくない　
七〇年代後半から八〇年代前半にかけて、公明・民社両党の基本戦略は、与党自民党（の一部）と野党第一党社会
党のどちらとも連携の可能性を保ちつつ 保革の間で政局のキャスティングボードを握って政権参加を実現することが共通点だった。共産党を排除する点でも一致していた。安全保障政策の現実化は政権入りに不可欠な要点であったから、公明党は自衛隊と日米安保の容認に踏み込んだ
）（（
（
。さらに民社党は旧来の「駐留なき安保」を取り下げ、自衛隊
も縮減でなく強化を求める立場にまで至 ていた。　
社会党は六〇年代以来、共産党を含む「全野党共闘」の方針を取ってきたが、七九年に総評の強い要求もあって共
産党抜きの「社公民」路線へと転換し、八〇年一月 は公明党との政権協議の合意に達した これに先立つ七九年一二月には公明党と民社党が政権合意を結んでいる で、公明党を橋渡 に 「社公民連合政権」への準備が整ったかのよう 見えた。
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しかしこの政権合意は、社会党が非武装中立論を捨てることを意味しなかった。安全保障分野での公明党との合意
では「中立、安保体制の解消を目指す」とされ、自衛隊は「将来、縮小・改組を検討する」という形で、非武装中立を努力目標としていると読める内容になっている。これに先立つ民社党との合意では「安保体制の解消を可能にする国際環境づくりに努力」 「自衛隊は改変の可否について検討する余地を残す」という表現で、社公合意と差がある。公明党の調整と妥協 よって「社公民連合」 形に漕ぎつけたと言える
）（（
（
。
　
この「社公民連合」は八〇年五月の自民党内抗争による「ハプニング解散」 、それによる六月の衆参同時選挙（公
示後に大平正芳首相が死去した）で自民党が大勝したこともあって、幻に終わ 。これ以降、野党の政権協議が具体化することは九三年まで途絶えた。　
次に八六年「新宣言」の時期を見よう。再統一後 社会党にとって、 「道」以降のマルクス＝レーニン主義に基づ
く階級政党からの脱却は、長らく 課題 あっ 。一貫して党内非主流派の旗頭で、七〇年代前半から 公民路線を進めてきたものの党内主流派の反発を受けて七七年 離党、直後に病死する江田三郎の苦闘は、革命政党から国 政党へ転身する め 犠牲 よう 見える。　
八三年七月、社公民政権構想と「道」見直しの実現に至らないまま辞任を表明した飛鳥田一雄の後を受けて委員長
に就任した石橋は「ニュー社会 」を掲げ、党内左派──実態は社会主義協会を中心と 地方活動家が多かった──の抵抗をなだめすかすようにして、社会民主主義的な路線への転換をはかる。それは八六年一月、 「新宣言」が党大会で採択されてようや 結実した。しかし「新宣言」は、もう一つの看板 あった非武装中立論 修正には至らなかった。これが、八〇年代後半以降の 公民路線の進展を阻む原因のひとつ なる。
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当時、首相の中曽根康弘は米ソ冷戦の再燃を受けて八三年に「日米は太平洋をはさむ運命共同体」 、 （ソ連の侵攻に
対しては） 「日本列島を不沈空母とする」と発言するなどソ連の脅威と日米の同盟関係を強調しており、非武装中立論を批判していた。それに答える形で石橋は八三年九月一九日の衆議院予算委員会において、中曽根と安全保障問題で論争している。　
とはいえ石橋は八三年末、自衛隊を「違憲合法論」＝違憲の存在だが国家審議を通じた関係法の成立により合法的
に存在している＝に同意する形で、自衛隊の存在を当面 認める姿勢を党内に提案した。これが受け入れられれば、非武装中立論の修正に道筋を開く可能性もあったが、一線の活動家を中心に反発が強く、後に事実上の撤回を余儀なくされた。前述のように「新宣言」は非武装中立論に影響せず、石橋の辞任を受けて八六年九月 長となった土井たか子をリーダーとする時代はむ ろ護憲平和主義を教条的に強調する方向となった。その後 八九年の消費税導入反対によって野党の中で社会党が突出 た世論の支持を受け、参院選 衆院選で「独り勝ち」したこともあって社公民の政権協議は進まず、非武装中立論 温存され続けることにな 。　
八九年から九〇年にかけて、国際環境 激変した。米ソ首脳による冷戦の終結宣言、社会主義国の相次ぐ体制変換、
ドイツ統一などが立て続けに起こって む ろ安全保障上の脅威も大幅に減るだろうと期待された。しかし 一年湾岸戦争を経て、新たな課題が浮上する 国連 平和維持活動（ＰＫＯ）への自衛隊派遣の是非である 土井の後を受けた田辺誠 委員長とする社会党執行部は九二年、自衛隊派遣を可能にするＰＫＯ関連法案 徹底的に反対 て、国会での牛歩 術から議員辞職にまで戦術をエスカレ トさせ 。　
しかし支持基盤の「総評」は、共産党系を除く労働戦線の統一によって八九年に発足した「連合」へと吸収され、
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その初代会長の山岸章は、社公民路線を進展させる目的から、社会党に安全保障面での現実化を求めていた
）（（
（
。社会党
はこの大きな節目にあたり、最大のスポンサーの意向にも応じず 非武装中立路線の貫徹を目指したのである。長年築いてきた「平和の党」の存在意義へ 過信が、固定的な支持者以外には理解されにくい選択 させたというほかない
）（（
（
。
　
ここまで見てきたように、非武装中立論は冷戦への反対と護憲平和主義的な反米運動に連動して生まれた。その動
機をより具体的に見れば、自民党体制が社会主 国を敵視してアメリカと同盟を結び、自衛隊がそれを補完することで冷戦に加担することへの抵抗・異議申し立てという面が強かった。また、国際知識はなくても「戦争に巻き込まれるのは嫌」といった素朴な反戦感情からくる支持を吸収する面もあ しかし冷戦後、ＰＫＯ活動という形で国際社会の一員としての役割を考え直さざるを得ない事態が生まれ 。自衛隊 違憲と て否定する非武装中立論 、日米安保体制と 別角度からの問題が突 付けられたわけである。　
八〇年代後半から、 「総評政治部」と呼ばれた社会党の国会議員の構成も、徐々に労組出身者の割合が下がって弁
護士、市民活動などから 転身組も現れ、同時 二世議員も増えてきつつあった。戦時中生まれでも直接的な戦争体験の薄い世代である
）（（
（
。九三年には田辺の後継として、二世議員の代表格であった山花貞夫が委員長に就任。ここに至
ってようやく 山花らは非武装中立論の修正を目指す「創憲論」を唱え が、もはや党内議論を尽くして方針転換する時間的な余裕はなかった。　
金権腐敗への批判をめぐる自民党の内紛に端を発した権力争いと、マスコミ・政治学者も含めた「小選挙区制の導
入が政権交代につ がる」という予測から生まれた政治改革＝選挙制度改革 うねりは、九三年七月の衆議院選挙
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経て細川護熙を首班とする非自民連立政権につながる。ここで社会党は統一以来最低の七七議席まで落ち込みながらも連立与党の第一党として政権に参加、閣僚に六人を送り込み、非武装中立論は事実上棚上げされる。　
その後、連立離脱という曲折を経て村山富市委員長は九四年六月末に自民党との連立政権の首相に就任、七月の臨
時国会で「自衛隊合憲、日米安保堅持」を明言して基本政策 一気に転換し、臨時党大会で追認を受ける。この過程で村山は非武装中 論についていったん「歴史的な役割を終えた」とまで述べたが、その後「究極的目標」という表現に修正し、社会党の政策からは姿 消すことになった。
（二）自衛権を認めるものの、自衛隊を「違憲の疑いが濃い」とした九五年朝日提言
　
七〇年代後半以降、 『朝日』の社説は、非武装中立論へ全面的に同意すること 避けながらも否定はせず、自民党
政権が進める防衛力強化に批判的なスタンスを保つ。　
八〇年一月の社会党・公明党連合政権構想の合意に際しては、朝刊二面で企画記事「連合政権へ動く」を六回連載
するなど、並々ならぬ期待と関心を寄せている。一月一二日付の社説は「 「政権構想」 生かす道」と題して「 公民三党を結ぶ二つの政権構想が、これから 民の求めるものにたえ得るかどうかは、社会党の行動いかんにかかっている」と社会党に「現実化」を促すような姿勢も見え　
非武装中立論については、婉曲な表現ながら距離を置いている
）（（
（
一方で、八三年の国会で繰り広げられた中曽根─石
橋の防衛論争では、非武装中立論に基づいた石橋の問題提起について九月 〇 付 説で 論議をさらに深めたと前向きに評価している。朝日は七〇年代末から八〇年代前半にかけて、戦後 論調 リードしてきた笠信太郎、森恭三、広岡知男と った戦前・戦中世代かつ戦前にマルクス主義の影響を受けた経験がある幹部
）（（
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から、戦後に入社し
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た世代へと経営、論調の責任者が交代していた。八二年から九一年まで論説主幹を務めた松山幸雄はアメリカ駐在経験の長い国際派として知られ、その起用は左派路線の修正とも見られた
）（（
（
が、この時期に非武装中立論の根本的な否定
にまで踏み込むこ はなかった。　
しかし、伝統的な護憲平和主義と異なる考えは、朝日の内部にも生まれていた。それは政治や国際関係を取材する
記者に多かったとされ、社外にも知られた政治記者の石川真澄は八三年に「積極的護憲論」として、憲法九条をそのまま残したうえで、自衛力と文民統制についての規定を加えることを社外の媒体で提案している。とはいえ改憲の是非について正面から議論するこ はタブー視さ いたようだ
）（（
（
。
　
一方、 『読売』は七七年に発行部数で朝日を抜き、八〇年代にかけて部数トップの座を定着させ、影響力を強めて
いる。また読売は中曽根政権に近い主張を展開し、非武装中立の非現実性を指摘し続け
）（（
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、新聞社間の論調の違いが目
立ち始めてい 。特に八四年一月一日付の読売朝刊社説は「 わゆる進歩派の反核運動は、有効な核軍縮に寄与せず、ソ連の西側分断工作 奉仕する結果を生むに過ぎない」 「現実を無視し 安全保障政策の選択は幻想的 あり、無責任である」と強い調子で左派・当時の革新勢力を批判して注目を受け そして九四年一一月三日付朝刊で、自衛隊の存在を明文化するなどの改憲試案を発表する。　
一方、朝日は湾岸危機に際して当初、自衛隊派遣に反対の姿勢を明確にするなど、やはり社会党の主張に近かった
が、その後は社説でも具体性を欠く主張が目立つよ なる
）（（
（
。この後、社内の議論を経て最終的に九五年五月三日朝
刊で「提言・国際協力と憲法」を発表する 「非軍事・良心的兵役拒否国家」を目指すことを掲げて、 「憲法 自衛権に基づく自衛組織 保有 憲法は禁じていない」ものの、 「現在の自衛隊は すで 許される自衛力 範囲を逸脱している疑いが濃い」として改造・削減を求 、日米安保 ついては「冷戦型安保 脱却 多国間 対話や協議 枠
再考・非武装中立論（及川）

一五三
組みを」と求めた。　
非武装中立論とは異なるものの、その影響を濃く感じさせる内容ではある。すでに社会党は村山政権で方針転換し
ており、朝日にとってこの九五年提言は画期となった。この時期を境に、 『朝日』の影響力は二一世紀にかけて徐々に低下してゆくのである
）（（
（
。
　
これまで述べてきたように、朝日は冷戦下で社会党に近いスタンスの論調を続けて、戦前からの連続性の強い自民
党政治のブレーキ役であるこ を自他ともに認めてきた。しかし冷戦後 世界は、湾岸戦争とＰＫＯ参加の是非、北朝鮮の核問題の表面化と日米安保再定義、さら はイスラム過激派による世界的なテロの多発とイラク戦争といった新たな課題が次々と登場する。　
自衛隊は「普通の大国」としての実力を備えつつあったが、専守防衛の枠 出て普通 軍隊なみの行動力を求める
国内外の圧力は、冷戦後にかえって強くなったのである。国内的には社会党の消滅、自民党内の勢力図の変化──特に朝日と人的な結びつき 強く、 「保守本流」とされた宏池会（池田、大平、鈴木、宮澤派）の勢力が著しく低下したこ
と
）（（
（
──に加えて、有権者の世代交代が進んで「革新寄り」 「進歩的」という立ち位置も、次第に説得力が薄れて
ゆく。
Ⅲ
　
社会党の非武装中立論はなぜ維持され続けたのか
　
ここまでを振り返って、社会党が非武装中立論を修正して現実的な安全保障政策に転換す ことができなかった理
由について、改めて考えてみたい。
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新川敏光が指摘したように、 「護憲平和主義は社会党の左右を超えた合意事項」だっ
た
）（（
（
。護憲平和主義すなわち非
武装中立は、マルクス主義や階級政党路線とは違って、総評系労働組合員以外の一般有権者──戦禍の記憶を持つ「戦中派」から高度成長前に学校教育を受けた「団塊の世代」付近までの約一世代三〇年にわたる層──からの支持を取り付けるのに有効な政策であると、政権に参加するまで多くの社会党幹部は考え続けてきた。　
非武装中立論をめぐる八〇年代の社会党の動きを詳細に分析した森裕城は「非武装中立は客観的に見ても、伝統的
な社会党支持者と社会主義に対して否定的な一般有 者をつなぐ最大公約数的な主張であった」と述べ、八三年の社会党・石橋執行部による「非武装中立キャンペーン」と、八三年一二月の衆議院選挙に及ぼした効果について世論調査結果などから実証的 論じている
）（（
（
。
　
ただし護憲平和主義によって動員された有権者──労組関係者以外で非武装中立論に魅力を感じて社会党に投票し
た層は、的場敏博が指摘したように、社会党と強く結びついて勢力を拡大する力にはなり得なかった。戦後的価値観（護憲平和主義）を持つ有権者を組織化するには「労働組合を通じてでは、どうしても間接的なアプローチにとどまって弱い」のである。社会党は直接そうした有権者 働きかけるには、西欧の社民主義政党と比べても、あまりに少ない党員、脆弱な組織しか持て ったとい のが的場の見方であ
）（（
（
。
　
付言すれば、外国の社民政党と比べるまでもなく、社会党は公明党や共産党と比べても、 「戦後的価値観の支持者
の組織化」の面で劣っていたと思われる　
社会党が非武装中立論を撤回できない主な原因を、冷戦時代の自民党の反動的政策に求める意見があった。大嶽秀
夫は八六年、社会党「新宣言」の成立後まもなくそうした論考 発表している
）（（
（
。
再考・非武装中立論（及川）

一五五
　
西ドイツ社民党をはじめヨーロッパ諸国の社民政党は第二次大戦後の冷戦下で次第に現実化してゆき、安全保障問
題が左右の争点から消えていった。しかし日本の社会党は路線転換を拒み、政権党である自民党との間に安全保障上の合意 成り立たず、左右の争点であり続けた。大嶽はその背景として、アメリカによるベトナム戦争や保守政権による再軍備政策の経過などを重視する。さらに「靖国神社公式参拝、社会科教科書の検定、スパイ防止法などを防衛費の増額要求と同じ政治主体によって提唱されていることが、防衛政策を戦前的体制へ 回帰を目指す反動政策 一環として解釈する 見に信憑性を与えている」という。この大嶽 指摘は、今日から見れば旧社会 および非武装中立論に好意的な分析に見える。　
一方、二〇〇〇年に発表された原彬久の論考は、現実政党化への自己改革を怠ったまま歴史を閉じた社会党を厳し
く批判する。非武装中立論を含めたそ 「理想主義」は、結局のところ保守政権の延命を助けてきたというのが原の主張で、西ドイツ社民党を例に挙げて論を展開したのは八六年の大嶽 同様である。しかし分析の結論は異なり、責任はあくまで社会党自身にあるという内容だ。西ドイツ社民党が歴史の潮流を直視してつかみ取り 理想主義が現実を牽引したのに比べ、日本の社会党が示した軌跡は民主 義への未成熟、理想主義の脆弱さを表したもの 原は指摘する
）（（
（
。
　
ほぼ同年代でどちらも安全保障政策を研究してきた大嶽と の社会党への評価を分けたも は何か。実証的な政策
評価やイデオロギー的な視角の違いは当然あるだろうが、書かれた時代の違いを無視できない 八六年当時 大嶽「非武装中立そのものが非現実的であると言っているのではない」と断ったうえで「現在の軍拡競争が際限なく続くことによって、安全保障がますます遠 いていると主張すること は充分な根拠」があることも認め 。この点に限れば大嶽の論考からは、社会党が自民党政権の「反動政策」への抵抗・抑止の役割 果たしてい ことへ 前
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向きな評価が感じられる。　
一方、原は社会党の「理想主義」が現実を変える力となり得なかったという否定的な側面を強調する。大嶽の論考
時にはまだその兆しもなかった冷戦終結と五五年体制の終わり、そして社会党と非武装中立論の末路という歴史の推移を知ったうえで意見のように思われる。本稿の主題にも関連するが、時世につれて社会党への評価が低下していった現象は、先に触れた『朝日』の影響力低下とほぼ似たような軌跡を描いてきた。大嶽 原の見解 比較は、それについても示唆するところが深い。　
九〇年代末以降の朝日の論調は、政権と 距離感に悩むことが多くなった。旗印としてき 「護憲平和主義」につ
いては、迷 をのぞかせながらも維持したまま今日に至っている。それ ついては機会を改めて論じたい。
Ⅳ
　
社会党なきあとの非武装中立論
（一）低下しつつも残る非武装中立論の影響力──野党再編と改憲
　
社会党が「現実化」してからの非武装中立論の推移について簡単に見ておきたい。社会党を引き継いだ社民党は約
一〇年後の二〇〇六年二月党大会で採択した宣言で自衛隊を再び「違憲」として、非武装中立論に回帰する形となったが、その も党勢の退潮は止まらなかった。一方で注目されるのが、共産党 社会党と入れ替わ ようにして非武装中立論的な主張を展開するようになったことだ　
共産党は二〇〇〇年の 大会で「中立自衛」を撤回して実質的な「非武装中立」へと転じた。その方向転換は九四
再考・非武装中立論（及川）

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年七月の大会から行われていたという指摘もある
）（（
（
。小選挙区比例代表制に移行してからも、かなり激しい議席の増減
を繰り返してはいるが、社民党と比べて一定の存在感を見せている
）（（
（
。ここから先は推測の域を出ないが、非武装中立
政策への期待ないしは郷愁によっ 社会党を投票していた有権者の一定数が、九〇年代後半以降、徐々に共産党支持層に移行してきたとは考えられないだろうか。　
これまで述べてきたように、社会党がもし非武装中立論の修正に踏み切れば、それはすなわち相当数の支持者が失
われることを意味 い 。村山政権後の の凋落ぶりは、直接的には連合傘下の労組が九六年に結成された民主党支持に回ったことが大 いだろう。加えて護憲平和主義 最優先させ 「戦中派」の有権者数が時間 つれて減っていったこと、政策として 非武装中立を放棄したことも要因の つといえ 。　
連合傘下の組織労働者で、社会党を支持していた層は、民主党の誕生に伴ってそちらに──おそらく年輩者の多く
は非武装中立論と絶縁することに若干 寂しさを感じつつも──移行した。しか 組織労働者に含まれない支持者の多く 社会党を引き継いだ社民党 支持したが、そのかなりの部分が次第に共産党へ投票するようになっていった──衆議院議席数の変動からは、そう読み取ることが可能で ないだろうか。　
二〇一四年七月一日、自民党と公明党の連立による安倍晋三政権は 従来の憲法解釈を変更し、集団的自衛隊の行
使を容認することを閣議で決定した。 『朝日』は同日朝刊の看板コラム「天声人語」で、コスタリカの「非武装中立」を引き合いに出しながら、安倍政権 批判してい 。閣議決定 受け 翌二日の朝刊では「こ 暴挙 超えて」という社説を掲げた。　
その後も例えば一七年 月四日には投稿欄「声」 「どう思い すか」という特集記事で、前年一一月一九日付に
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掲載された投稿（丸腰になって米国から「独立」を）に寄せられた意見を紹介して、改めて非武装中立について問題提起している。元になった投稿は、 のトランプ大統領が米軍駐留費の負担増を日本に求 、受け入れられなければ米軍の撤退をほのめかし ことを機に、憲法第九条を実質化するチャンスとして非武装中立を勧める内容だ。それに対する賛成の投書と反対の投書を二通ずつ並べたうえで、市民団体「コスタリカ平和の会」の弁護士のコメントを識者解説として置く紙面構成からは、非武装中立論への肯定的 ないし好意的な評価がうかがえる。　
コスタリカが非武装中立国であるという評価が妥当なのかは疑問である
）（（
（
とはいえ、朝日の論調の中に非武装中立論
への共感が──前述の七二年元日提言特集ほど明白 志向ではなくても──根強く残っているこ は明らかだ そしてそれに呼応する人々は、減少 ながらも一定数 存在する。それは先に挙げた朝日「天声人語」に られるよう 、一五年以降 集団的自衛権容認や翌 法制化に して高まった反対の声 中にもあっただろう。一七年一〇月に行われた衆議院選挙でも、最大野党 民進党 分裂 再編に関して焦点になった は結局のところ、安全保障問題だった。　
新たに旗揚げした「希望の党」の ーダー小池百合子が、安保法制に反対する民進党議員の合流を認めないと表明
したことは、基本政策の一致を優先 ならば それなりに筋が通った判断であ に反発して結成された立憲民主党が急速に支持を伸ばしたのは、共産党との選挙協力抜き は考え くく その共産党 前述のように、安全保障面では今や事実上 非武装中立論を採用している。こ 両党 選挙結果を見れば 濃淡はあってもいまだ共感を持つ有権者が一定程度、立憲民主党に投票した いう推定は可能と思われる。　
そして安倍首相は、自らが目指す憲法改定──九条に自衛隊の存在を明記する規定を置く──の目的を問われ「自
衛隊の合憲性についての議論に終止符 打つことが私たちの世代 責任と考える」と説明してい
）（（
（
。これは角度を変
再考・非武装中立論（及川）
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えて見れば、国民の間に残る非武装中立論の影響力を政治から完全に払拭したい、 「普通の国」に近づけたいという宣言にも受け取れる。　
かつて社会党が看板政策にして、朝日が共感を示してきた非武装中立論が、支持者は減ったとはいえいまだに日本
政治に一定の影響力を及ぼしているという筆者の判断は、以上のような状況を根拠としたものである。
（二）歴史的な負の遺産が生み出した見果てぬ夢
　
戦後、日本政府の外交及び安全保障政策は、アメリカ政府が許容する枠内でのみ行われてきたとする見方が強い
）（（
（
。
こうした解釈には異論もあると思われるが 戦後 日本国憲法にせよそれを覆すかのような再軍備 せよ、基本的には日本国内の主体的な議 よりもアメリカの意向が優先されたことは否めない事実である。そして冷戦下でアメリカに従属的な同盟国であったため 、韓国・中国といった周辺国 の国交回復にかなりの時間 要し、北朝鮮とは現在に至るまで国交も持てないでいる。　
日本と同じ敗戦国の西ドイツは、やはりアメリカの強い関与の下で再軍備を進めたが、反発する周辺諸国への懐柔
や調整を経てＮＡＴＯに加 して る。日本の置かれた地政学的な条件は西ドイツより複雑だったという見方も可能だろうが、日本の歴代政権はどの程度ま それを克服しようと努めてき だろうか。そして、いまだ国交のない北朝鮮による脅威を、事実上最大の名目と 、集団的自衛権の容認は行われた。　
もちろん、アメリカの同盟国であればこそ、日本がアメリカを筆頭とする資本主義市場をフルに活用して経済的な
繁栄を享受してきたこともまた、厳然たる事実である。戦後、それを一貫して主導してきたのは自由党から自民党に至る「保守」政党であり、それ 対する反論・アンチテーゼを掲げてきた が旧「革新」政党ということになる。
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ぜ、戦後の日本の「保革」は隔たりが大きく、欧米の民主主義国、特に同様の敗戦国であるドイツなどと比べても安全保障政策でコンセンサスが取りにくかったのか。それは「取り戻せない過去」に対する代償という側面が強かったからではないか。　
冷戦構造の中で「対米従属」に徹して西側の一員として得た安全保障と経済的繁栄と引き換えに、失った物も少な
くない。戦後処理を 争当事者である世代が主体的な責任を持って、国民的な議論を経て実行できなかったこと。被害を与えた周辺国と真摯に向き合い、その過程で再軍備について理解を得る機会もろくに求めないまま、なし崩し的に日米同盟の強化を進めて外交上 「歴史問題」という負の遺産を背負い続け ことになった現実。非武装中立論はそうした取り返せない過去が産み落とした見果てぬ夢であり、倫理的な喪失感に対するある種の自己弁護であったように思われる。　
二〇一七年の衆院選に先立って争点を論じた牧原出は「本格的な憲法改正はその最大の反対勢力である団塊の世代
が退場してから改めて議論しても遅くはない」 指摘した
）（（
（
。
　
その示唆するところを筆者なりに読み解くと、団塊の世代──すなわち四〇年代後半生まれで、 米軍基地・反自
衛隊運動や六〇年安保闘争 直接加わっていなくても、そうした「政治の季節」を少年期の記憶とし ち、青年期には全共闘運動などを通じて自民党政権への反感が った世代──には、自民党政権が提案する憲法改定に対して、ほとんど反射的に反発する有権者が少なくない ために冷静に意見 交換して妥協点を探る議論が展開しにく 国民の亀裂を深めて他の重要な課題に取り組む 治的なエネルギー 損な 恐れが大き という含意 あ ように思われる。
再考・非武装中立論（及川）
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これまで述べてきたように、政策としての非武装中立論の支持層は、社会党の消長とほぼ重なっているし、今後も
減少は続くだろう。しかし、近年の『朝日』の報道が示すように、政治的な影響力を完全に失うにはまだ相当な時間を──恐らく北朝鮮問題が平和裏に解決し、中国との間に安定的な信頼関係を結ぶまで──を要する。そこに達して初めて、日本でも他国と同じような安全保障上の共通認識、国民的な合意が成立するのではあるまいか。　
そうした意味では「戦後」にせよ「冷戦」 せよ、日本では完全に終わったとはまだ言えない。もし「大日本帝
国」の価値観 引きずる勢力が対米従属的に「普通 国家」路線 強行を試みれば 反作用としての非武装中立論魅力を感じる層が再び厚みを持つ可能性も出てくるだろう。
（
（）　『吉里吉里人』新潮文庫版、中巻一二九頁
（
（）　『読売新聞』七七年七月一九日付朝刊に「参院選の公約むなし─社会党への恋文」を寄稿した井上は、当時の野党で社会党、共産
党の連携を求めている。また九九年には当時の共産党議長、不破哲三と共著で『新・日本共産党宣言』 （光文社）を出している。
（
（）　
目立ったところでは「週刊金曜日」が〇六年九月二九日号（六二四号）で、また『法と民主主義』が〇八年五月号で「平和を創る
市民と法律家──いま「非武装中立」を問い直す」と題して企画特集を展開している程度である。
（
（）　『朝日』は五五年体制下において、 「朝日新聞と自民党の綱引きが現代日本」と表現されたように、自民党政府への抑止力は社会党
以上という評価があった。八七年春に作家の丸谷才一、経済学者の伊東光晴、弁護士（のち最高裁判事）の大野正男が参加して行われた座談会のタイトルで、 『丸谷才一と一六人 東京ジャーナリズム大批判』 （青土社、八九年）所収。当時 同誌編集長は粕谷一希。同書二七頁～二八頁で丸谷が「戦後の日本は、自民党と社会党のバランスによってずっと無事に続 てきたという考え方があります。しかし、社会党の力は案外小さか んじゃな か むしろ自民 内閣と朝日新聞とのバランスによって、アメリカの要求を拒み、あるいは福祉政策を進め、そ することによって戦後日本は何とか無事にきたんじゃないかと思うんです。あくまで結果論ですが」と述べ、伊東は「その点は賛成ですね」 、大野は「三権分立 いうのは制度的 あっても、日本では機能的 は全く成立しな 。そこで第四権というのに頼らざるを得な 」と応じている
（
（）　
的場敏博『戦後日本政党政治史論』 （ミネルヴァ書房、一二年）一四頁。
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（
（）　
アメリカ政府が保守合同を促した動きに関しては多くの研究が言及している。例えば坂元一哉「日米同盟の絆」 （有斐閣、〇〇年）
一五四頁。
（
（）　
代表的な非武装国がコスタリカやパナマであり、中立国がスイスである。コスタリカとパナマは、武装を放棄するが自衛権や交戦
権は留保しており、五一年に発足した米州機構の一員としてアメリカを含む集団安全保障体制に参加しているので、中立国とは言い難いと思われる。 （ 『朝日新聞』〇五年四月二七日解説面、当時編集委員の松本仁一） 。
（
（）　「戦争責任」は多義的だが、ここでは大まかに①満州事変以来の大陸侵略政策によって相手国に与えた被害の責任②太平洋戦争に
おける「先制攻撃」によって世界大戦を拡大 、対戦国に被害をもたらした責任③日本国内で戦争に反対する勢力や非協力的な勢力を弾圧し報道も規 したうえ、敗戦が濃厚になってからも降伏せず自国 交戦国の被害 広げた責任──としておく。
（
（）　
五二年一〇月衆議院選挙の当選者数は左社五六人、右社六〇人（選挙後の合流を含む）に対して、五五年二月の衆議院選挙では左
社八九人、右社六七人となった。
（
（0）　
当時の議論については国正武重『革新連合政権』 （学陽書房、七四年）に詳しい。
（
（（）　
詳しくは前掲国正と飯塚繁太郎『連合政権構想』 （現代史出版、七四年）を参照。
（
（（）　『社会主義協会テーゼ』 （社会主義協会出版局、七一年）所収の解説的座談会「社会主義協会テーゼ」学習のために、二〇八頁での
向坂の発言、および文藝春秋発行『諸君』七七年七月号所収、田原総一朗「マルクスよりもマルクス・向坂逸郎」二八頁、質問する田原と答える向坂とのやり取りで明らかになってい
（
（（）　『朝日新聞政治部小史』 （非売品、九五年）四二頁～四五頁。朝日の政治部ＯＢ会が編集した回想録で、社会党を長く担当して政治
部次長などを務めた太田博夫がそのように振り返ってい
（
（（）　『朝日』一〇年四月二七日付朝刊特集「検証昭和報道を終えて」の中で当時主筆の船橋洋一 指摘 ている。
（
（（）　
有山輝雄『憲法とジャーナリズム』 （柏書房、九八年）二八二頁～二八三頁
（
（（）　「石橋構想」は、 などのこうした指摘への回答といえる。
（
（（）　
宮林祐治「新聞（社説）に見る憲法観の変遷と現在」 、桂敬一ほか編『岐路に立つ日本のジャーナリズム』 （日本評論社、九六年）
所収八〇頁～八一頁。
（
（（）　『読売』六九年三月二八日朝刊社説「社会党の自衛隊計画」 。
（
（（）　
公明党の安全保障問題での現実化は、七八年一月に当時の竹入義勝委員長の発言から注目が集まり、社公連合政権合意をはさんで
八一年一二月の党大会で「自衛隊は（条件付きで）合憲、安保は現状維持」の方針を採用して完成した。
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
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（
（0）　
ただし民社党は結党の経緯などから社会党との溝は公明党より深く、公明党を間にはさんだ提携となった。公明、民社両党に関し
ては先行研究が少ないが、社公民路線については国正武重編『 「一票差」の人生──佐々木良作の証言』 （朝日新聞、八九年）が参考になる。
（
（（）　
山岸章『 「連立」仕掛人』 （講談社、九五年）一三九頁～一四〇頁。
（
（（）　
当時の委員長、田辺誠は「この際討ち死にしてでも徹底した抗戦をして「平和の党」としての墓標を作ろうという気持ちもあっ
た」と述べ、国会戦術で見通しを誤ったことも示唆している（ 『田辺誠の証言録』二〇一一年、新生舎出版
　
一二四頁～一二六頁） 。こ
の「ＰＫＯ国会」後まもなく行われた参議院選挙で、社会党は前回マイナス二八議席という大敗となる。
（
（（）　
社会党議員の出身の変化について 『京都大学法学部創立百周年記念論文集
　
第一巻』 （有斐閣、九九年）所収の的場敏博「社会
党衆院議員の社会的背景：五〇年の変化」が参考になる。
（
（（）　『朝日』八四年一〇月一五日付社説「新聞批判に期待すること」の中で、新聞批判に反論して「 「防衛費のＧＮＰ一％の歯止めを崩
すな」と書くと、 「朝日は非武装中立を主張している」 （と曲解される） 」という記述がある。この時期、 『諸君！』 『正論』といった雑誌媒体を中心に、朝日への「偏向攻撃」が激しくなっていた。
（
（（）　
笠は六二年に朝日を退任していたが「世界連邦」論者として知られ、朝日の戦後の論調を方向づけた存在といえる。マルクス主義
との関連については藤田安一『 「 本経済の再編成」と笠信太郎』 「鳥取大学教育地域科学部紀要
　
地域研究
　
第二巻第二号」〇一年）
で触れている。森は前述のように非武装中立志向を説き、広岡は森の影響下で経営にあたり七〇年代から社長、会長、主筆を務めた。マルクス主義との関連 『東大社会学情報研究所紀要 五号』 （九七年一二月）所収のシンポジウム記録「ジャーナリスト森恭三 その記録」の中で広岡が若き日の森について「彼はマルキシズムに入って、恐らくソ連の革命というこ にも同感している部分があったと思います と紹介している。
（
（（）　
松山の論説主幹起用については、朝日社外で「朝日が今までの左寄り路線を軌道修正する兆しか」と受け止める向きが少なくなか
ったことを松山本人が語っている（〇五年、政策研究大学院大学
C
.O
.E
. オーラル政策研究プロジェクト「松山幸雄オーラルヒストリ
ー」二四六～七頁など） 。及川のインタビュー（一六年四月二〇日 ど）に対 ても、当時の経営陣にはそうした（左派路線の修正）意図があった可能性もあると話し
（
（（）　
石川「積極的護憲論」は『現代の理論』八三年六月号所収、七〇頁前後にそうした記述がある。石川は後年、こ 提案を「おそる
おそる書いた と振り返り（ 『堕ちてゆく政治』岩波書店、九九 、一八頁） 、伝統的護憲主義者か の反発を予想 ことを明かしている。松山も論説主幹退任後、前掲オーラルヒストリーで「私個人は心情的に 改憲論者」だが、結論としては「憲法改正は時期尚
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早」で、改憲論者が「戦前的価値観と絶縁していないどころか、戦前に郷愁を感じている人が少なからずいる」からと説明した（二三一～二頁） 。
（
（（）　『読売』八五年二月五日朝刊社説「重ねて社会党に脱皮を求める」 。
（
（（）　
この時期の朝日社内の論議や読売との対比については、笠原一哉の論文「メディア・フレーム構築過程の分析──一九九〇年代の
読売・朝日の憲法提言を中心に」 （ 『四天王寺大学紀要
　
第六〇号
　
一五年九月』に所収）が詳しい。
（
（0）　
朝日の退潮の背景について、松山は前掲オーラルヒストリーで「テレビの急速な普及。発行部数が読売に抜かれた。週刊誌、夕刊
紙、スポーツ紙の影響、政界における革新陣営の衰退、時代の保守化」 どを挙げている（三九七頁）
（
（（）　
朝日と宏池会の関係については、国正武重『戦後政治の素顔』 （近代文芸社、九七年）東京編集局長などを務めた後藤基夫の追悼
文集『政治記者
　
後藤基夫』 （朝日関係者を中心に編纂、八五年）などに詳しい。
（
（（）　
山口二郎『現代日本 政治変動』 （放送大学教育振興会、九九年）四六頁、新川の担当した「社会党の凋落」 。
（
（（）　
森裕城『日本社会党の研究──路線転換の政治 』 （木鐸社 二〇〇一年）第四章「非武装中立の効用」一一一頁～一四〇頁。
（
（（）　
前掲、的場「社会党衆院議員の社会的背景」四一五頁～四一六頁。
（
（（）　
大嶽秀夫「日本社会党
　
悲劇の起源」 『中央公論』八六年一〇月号、主に一四六頁～一四九頁の記述。
（
（（）　
原彬久『戦後史のなかの 本社会党
　
その理想主義とは何であったのか』 （中公新書、二〇〇〇年）主に三四四頁～三四七頁の記述。
（
（（）　
筆坂秀世『日本共産党』 （新潮新書、〇六年）一七二～一七三 。筆坂は共産党の参議院議員 政策委員長などを経て〇五年に離
党していた。また共産党の安全保障政策の推移については元党外交部長の植竹伸幸が産経新聞系のオピニオンサイト「ｉＲＯＮＮＡ」でその経過を振り返る論考を発表している（
http
://ironna.jp/article/（（（（ ） 。
（
（（）　
小選挙区比例代表制になってからの共産 、 民 衆院議席数の推移を衆院選の結果ごとに記すと、共産二六→二〇→九→九→
九→八→二一→一二、社民一五→一九→六→七→七→二→二→二
　
となっている。ともに〇〇年代前半に大きく落ち込んだが、共産党
は一〇年代に一時回復、社民党は落ち込んだままである。
（
（（）　（
（）と同様だが、コスタリカをモデルとして評価する多くの論者は意図的になのかどうか、コスタリカとアメリカとの安全保障
上の関係を無視または軽視している。
（
（0）　
一一月二一日、衆議院本会議での代表質問への答弁。同日付『毎 新聞』 『東京新聞』朝刊から引用した
（
（（）　
例えば近年話題を呼んだ論考としては、孫崎亨『戦後史 正体』 （創元社、二〇 二年） 、白井聡『永続敗戦論─戦後日本の核心』
（太田出版、二〇一三年）がある。
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（
（（）　『中央公論』二〇一七年一一月号、特集「解散総選挙
　
大義と争点」二九頁。
